平成30年７月豪雨による被災に伴う保険診療の特例措置の概要（別添）

（該当する通知等の詳細は、※を参照ください。なお、特例措置は現に利用している保険医療機関のみが継続利用可能です。）
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なお、事務連絡の詳細については、以下の厚生労働省HPをご参照ください。
厚生労働省HP　→　政策について　→　分野別の政策一覧　→　他分野の取り組み　→　災害　→　平成30年７月豪雨について【通知・事務連絡等】
https://www.mhlw.go.jp/content/10600000/000331838.pdf


